









































































































区分　年度1 74 75 76 77 78 79
2　未　　満 5．5 2．3 2．5 2．6 2．2 3．5
2　～　5 5．5 3．2 2．7 3．3 4．0 3．5
5　～10 6．0 3．0 3．7 2．6 3．4 4．3
10～50 5．8 2．8 3．5 2．2 3．3 4．3
50～100 3．5 1．2 1．8 2．7 3．6 4．1
100～1，000 3．0 1．4 2．3 2．4 3．3 4．3
1，000以上 3．0 1．5 2．8 2．9 3．3 4．0
















? 分　年度1 74 75 76 77 78 79
2 未　　満 2．4 1．0 1．0 1．2 1．0 1．7
2　～　5 2．6 1．6 1．3 1．6 2．0 1．6
5　～10 3．0 1．5 2．0 1．3 1．7 2．0
10～50 3．2 1．6 2．0 1．8 1．9 2．4
50～100 2．1 0．7 1．1 1．5 2．1 2．4
100～1，000 2．1 1．0 1．5 1．6 2．1 2．7
1，000以上 2．3 1．2 2．2 2．3 2．7 2．9















74 75 76 77 78 79
2 未　　満 2．29 2．30 2．40 2．22 2．27 2．03
2　～　5 2．17 2．01 2．05 2．11 2．03 2．19
5　～10 1．98 1．99 1．88 2．00 2．03 2．14
10～50 1．83 1．70 1．81 1．80 1．78 1．83
50～100 1．65 1．64 1．72 1．79 1．68 1．74
100～1，000 1．47 1．39 1．49 1．53 1．56 1．61
1，000以上 1．33 1．19 1．26 1．24 1．23 1．37























区分　項目1 給 与 福利厚生費 ?
????????
に対する比率（％）
2　未　　満 197 16 213 50．6
2　～　5 183 18 201 47．7
5　～10 195 21 216 51．3
10～50 207 25 232 55．1
50～100 243 33 276 65．6
100～1，000 289 45 334 79．3
1，000以上 357 64 421 100．0


















区分　年度t 73 74 75 76 77 78 79
資　　本　　金
10億円　以　上 100．0 81．1 44．0 91．2 97．4 117．9154．9
1億円～10億円 100．0 　，V7．1 41．4 66．6 75．9 108．3156．7
1，000万円～1億円 100．0 96．3 52．9 75．3 78．9 103．6147．3
1，000万円未満 100．0 87．3 46．2 56．2 54．6 72．1 945































































































































































































































順位1月 社　　　名 暁地1業　　　種 険本金 障灘陣 ?
1 1 北　　　　商 東京都 水　産　物 2億円 450億円更生法からｩ己破産へ
2 11 大竹紙業 大竹市 製　　　　紙 6億円 406億円更生法
3 8 燐化学工業 富山市 製　　　　燐 7億3，500万円160億円2部上場X生法
4 6 タ　ク　シ　ン 広島市 住宅建売 1億6，500万円150億円和　議
5 7 吉　野　家 東京都 牛　ど　ん 2，400万円122億円更生法
6 5 日本度量衡器 東京都 工業用計量器 5，000万円120億円自己破産
7 10三好造船 宇和島市 造　　　　船 3，000万円110億円更生法
8 11 谷宗織物 和泉市 敷　　　物 9，000万円110億円任意整理
9 5 お多福産業 徳島市 サ　ン　ダル 5，500万円100億円和　議

















































































































































区　　　　分 ｝（　　年間倒産件数東京商工リサーチ調べ）1 法　人　企　業　数i国税庁調べ） 1　・
49　年 11，681 1，291，754 ・　　　0．91
50　年 12，606 1，346，476 0．94
51　年 15，641 1，408，946 1．11
52　年 18，471 1，487，855 1．24
53　年 15，875 1，562，000 1．02
54　年 16，030 1，604，589 0．99













































































































































































































主因別1 ? 細 件障万円騰野比
放　漫　経　営
過　少　資　本
・1事業上の失敗1176｝27…611…
・1事業外の失敗1 16P1・7971…
一1融手操作114・115・・7418・・
・1運転髄・欠司 58P3・・7511・・5
・金利負担の増刺 1g戟@1・72・11・1
他社倒産・余波｝1不良債概生｝2311・4・169i14・・
既住のシワ寄せ
そ　　の　　他
信用性低下
販　売　不　振
・1赤字累積1111121・946i…
・1労働力の不副
・1偶発的原因1 22m2・・43411・3
・1資本自由化聴関徽与1
・1金融灘の打切りi 6 ・4・i…
P］取引先の打切り1 ・11・8151…
・1業績低迷1755［・7・・4551…
崩競争から・落伍1
一1円高倒差1
州
売齢・収剰　隊麟件・悪化1 52堰@9…2t・・1
在鰍態悪化1 6 498P…
設徽資過大ll設備技術・欠陥｝4619・・76412・・
? ? 戸・6541217・・871i
＊東京商工リサーチ「興信特報」80年11月度より。
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　（1）「興信特報」1980年12月号は，「倒産原因別明細」と「資本別倒産状況」を掲載している。
　　これに構成比を算出して併記すれば前頁のようである。
　②　これについては，ミランダカメラ労働組合支援共闘会議発行「ミランダ破産・解雇撤回闘
　　争」（1979年3月10日）および「経営不安に対処する経営分析」（労働旬報社「賃金と社会保
　　障」1981年No　814号（予定））に詳しい。
4。　倒産への予備対策
　業績悪化がいっそう進行し，倒産寸前の状態になっている場合は，組合執行
部や活動家の耳にも必ずそうした惰報は伝わってくるものである。企業分析は
日常的に行なわれ，業績悪化が進行したときは，その原因を分析し，働く老の
立場を十分顧慮しながらその改善計画を提示していく必要がある。
　しかし，いよいよ倒産直前の状態になった場合には，組合は，まず，この問
題に対処するため，例えぽ緊急経営対策委員会といった対策センターをもうけ
て，組合員中の有識老をここに結集する。そのうえいっそう組織を強化し，臨
時工，社外工，パートタイマー，アルバイトなど弱い地位にある労働者から解
雇がはじまるためtこれらの人達の組織化と，闘争を支援していく必要がある。，
　企業分析としてやるべきことは，次の点であろう。
　1．　資料の開示要求
　（1）会計資料の収集と開示要求
　とくに公表会計資料ばかりでなく，すべての附属明細表を要求し（営業報告書
だけ提示する場合が多い），さらにごく最近の経理状態を示す勘定明細表とか，月
次計算書を提出させる必要がある。
　（2）財産目録の作成・開示の要求
　これとは別に組合，労働者は，会社に財産目録の作成と開示を求めておく必
要がある。財産目録は，昭和37年改正前の商法では，作成と公開が命ぜられて
いたが，現在は削除されている。本来の財産目録は，貸借対照表とは異なり，
企業の全財産（この場合，全資産だけでなく，全負債を含む）の詳細な実地棚卸にも
とついてリスト・アップされた目録であり，この金額は，これらを清算一売却
した時の価額を付する。会社が財産目録の提出を拒否したり，しぶっている場
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合には，組合例が積極的に自らの力で調査する。会社の所有不動産については
登記所でその謄本をとれぽよく，或いは興信所に調査を依頼するという方法も
ある。
　（3）資金繰り実績と今後の資金計画を提出させる
　倒産に追い込まれるさいは，資金繰りが悪化してくるのが常である。したが
って，会社に最近の資金繰実績および今後の資金計画表をできれぽ月別に提出
させる必要がある。
　④　社長，経営者の不正，腐敗の調査
　社長や，社長を含めた経営者陣の不正腐敗が，経営成績を悪化させる原因と
なっている場合がある。商法254条ノ2は，取締役の忠実義務を規定している
が，それは「取締役ハ法令及定款ノ定並二総会ノ決議ヲ遵守シ会社ノ為忠実二
其ノ職務ヲ遂行スル義務ヲ負フ」と述べられ，同じく商法266条ノ3は第三者
に対する責任なる条項を定め「取締役ガ其ノ職務ヲ行フニ付悪意又ハ重大ナル
過失アリタルトキハ其ノ取締役ハ第三者に対シテモ亦連帯シテ損害賠償ノ貴二
任ズ」と規定している。社長や経営者陣が，私腹を肥やすために，会社のかね
を流用したり盗用したりしてはいないか，財産の隠匿をはかり私物化していな
いか調査しておく必要がある（1）。
　2．　協約の強化
　倒産の危険が，働く人達に予知された場合，これに備えて，労働協約を労働
者，労働組合にとって不利にならないように十分に点検し，不十分な点があれ
ばこれを補う努力が早急になされなけれぽならない。
　この前提として，まず，労・資間における団体交渉を実質化し，社長又は，
実力ある役員との交渉を確保することが必要である。さらに労・資間の協議会
ないし委員会をもうけ，業績不振の原因と，これを改善するための方策が，そ
こで実質的に検討され，これを実行させていくことが必要である。
　そうした中でも，労働者・労働組合は，他方において，労鋤協約を検討し，
慣例として労働者が獲得している権利も，協約として法的効力が一層強化され
るように努力しなけれぽならない。
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　宮島教授は，「倒産に対する予防対策としての権利闘争」として労働協約闘争
をあげられている。この問題についての優れた，類の少ない研究であるので教
授の論文を引用しながら稿を進めたい。
　（1）賃金の保証
　組合は，倒産のさいの賃金の不払や，一部カット或は遅配にそなえて，事前
にそれを防止する準備をしておく必要がある。そこには，退職給与引当金も含
まれる。これについて宮島教授は次のように述べられる。
　「第1に賃金（一時金，残業手当，退職金をふくむ）体系，支払形態，支払時期，
支払方法，そして支払いの保証のすべてについて明確化する。たとえぽ支払い
の保証についていえぽ，前記賃金の金額（遅延利息や労基法上の付加金までふくめ
て）を支払うことを担保するための担保物件の設定（登記することによって，あと
で債権者らに強いことがいえる）協定，施設使用協定などがこれである」②と。
　（2）社内預金の確保
　社内預金の制度をもつ会社が多い。高度成長期に，会社は比較的高率の預金
利息で従業員を誘引し，多くのかねを受け入れている場合が多い。倒産が予知
されたさいこの確保は死活的な重要性をもつものである。
　これについて宮島教授は次のように述べられる。
　「第2に，社内預金制度をできるならやめ（労働者の預金を利子付でおろさせた
　のち組合から労基法18条による社内預金協定その他を破棄する），社内預金制度を
　制度としてやめることが技術的に困難であるぽあいには，預金をおろさせて
　労金などに預けかえ，新規の社内預金をしないよう労働者内部できめ，それ
　もなにかの都合で困難であるぽあいには，社内預金保全協定（r賃確法』3条，
　4条および18条ならびに同法施行規則2条，3条，さらに同制度によるところの，53
　年4月1日から「指導実施」6　された『新約定書例』〔ただし抵当権設定の新約定書例
　は未完〕参照）を締結することが必要である」③（引用文中の注6は「企業倒産と
　賃金債権」『法律のひろぽ』昭和53年，3巻4号，38頁）と。
　（3）人事異動についての事前協定の締結
　倒産直前では遅すぎるかも知れないが，もし，人事異動について，組合や本
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人との事前承認の協定がない場合は，これを締結しておくとよい。本人の勤務
不能な支店や営業所への配転や，全く異る職種への配転によるいやがらせによ
って，活動家を解雇に追込む，などを未然に防止できるからである。これにつ
いて宮島教授は次のように述べられる。
　「第3に，人事にかかわる条項中，職場環境の変動や人事異動について，企
　業側の横暴をおさえこむため，労使間に，組合および該当労働老全員の事前
　の同意（r協議』とか，r意見聴取』などではない！）なしには企業はなにひとつ
　やってはならない旨のr完全事前同意協定』の締結が必要である。そして，
　そのさい注意すべきは，企業側がrただし倒産のぼあいはこのかぎりでない9
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　とか『倒産したら即時解雇』（民法631条参照）などという意向をみとめるよう
　なすきをあたえないこと，できれぽ右『完全事前同意』条項に，労働的側か
　らr倒産のぼあいも同じ』旨の念書，覚書，確認をとっておくべきである。
　＊民法631条は，破産の場合には即時解雇をみとめるが，これはのちにふれる破産法
　という古い法律とタイアップした絞切型の古い条項にすぎぬので，これをおさえる協
　約条項が存すればその協約条項は有効なのである」，（4）と。
　（4）労働協約の失効原因の明示について
　つぎに宮島教授は，労働協約の失効原因として，わざわざrr倒産とくに破
産のぽあいは協約は自動的に効力を失う』」という条項をおいている場合を指摘
され，これについて，「かかる条項は撤廃させられなくても，団結権を保障す
る憲法28条からみても無効と解すべきである」（5）と述べられている。
　それでなくとも会社は，「その他万止むをえない時」という協約上の抽象的
な条項によって，解雇を強行するのがほとんどである。したがって，「その他
万止むをえない時」とは何であるか，このなかみについて十分に協議しておき．
労働老が一方的な解雇をうけないように歯止めをかけておく必要がある。
　㈲　社宅・寮の明け渡しを押える
　倒産や，破産のさいに従業員の長年住みなれた社宅や寮を直ちに明け渡すこ
とは，経済的にも不可能な場合が多く，精神的にも苦痛である。これについて
どうしたらよいか，宮島教授は次のように述べられる。
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　　「第5に，倒産のさい，社宅・寮などの明け渡し攻撃を事前におさえる協定
が必要である。もちろんこのような協定条項が存在しないぼあいにも，借家法
と労働老の団結および生存の法理をもってたたかえるが，逆に倒産，とくに破
産のぼあいはただちに明け渡すなどの社宅・寮規定は，前述の解雇問題との関
連において，闘争を困難にする危険がある」｛6｝と。
　これらの協約強化のためには，熟達の法律家や，経験豊富な組合活動家の十
分な助言の下に行なわれなけれぽならないことはもちろんである。
Cl）「資料の開示要求」については労働旬報社刊「賃金と社会保障」1981年3月上旬号掲載予
　定の拙稿「経営不安に対処する経営分析」（中）に詳しい。本稿とあわせて一読されたい。な
　お，連載の都合で本稿と若干の重複のあることもこ諒承願いたい。
②（3）宮島尚史「企業倒産における労働者の権利」（日本評論社）労働運動研究者集団編「企
　業倒産と労働運動」（1978年5月発行）108頁。
（4）同右108頁～109頁。
く5）（6）同右109頁。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（つづく）
